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【要 約】本稿では、「払込資本と留保利益の区別原則」の意義
．．
について会計サイドから再考し、
会計上の意義を再確認している。会計の使命は、利益を決定すること、利益の分配計算すること、そ
してそれらを伝達すること（情報開示すること）にある。ここで利益を決定するには、損益取引と資
本取引の区別を明確にしていなければ算出することはできない。また、利益の分配についても、それ
が会社法のテーマであるとしても獲得した利益による分配（配当）でなければ、資本（払込み額）の
食い潰しとなるばかりか、過去の利益の蓄積状況も明らかにされないことになる。こうした当該区別
原則の論理は、これまでも会計サイドから主張されてきたことではあるが、これからも会計の基本原
則として存在し続けることには変わりはない。たとえ、会社法による純資産の部がどのように変化を
しても、である。当該区別原則を有効とするためには、会社法の剰余金分配の規定とは係わりなくあ
くまでも会計基準についてではあるが、株主資本の部の分配財源に関する源泉区別を明確にし、表示
区分と分配可能財源とが一致するような会計基準を考えることにある。そしてそうすることが当該区
別原則の意義を見出す答えとなるように思われる。 
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1. はじめに 
企業会計原則の一般原則 3は、「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し、特に資本剰余金と利
益剰余金とを混同してはならない。」として、資本取引と損益取引の明瞭なる区別を指示して
いる。また、その注解 2 は、「(1)資本剰余金は、資本取引から生じた剰余金であり、利益剰余
金は損益取引から生じた剰余金、すなわち利益の留保額であるから、両者が混同されると、企
業の財政状態及び経営成績が適正に示されないことになる。･･･」と述べている。 
一般原則の 3の前段が述べる“資本取引と損益取引とを明瞭に区別する”とは、資本の増加
が収益によるものなのか、資本の減少が費用によるものなのかというように“資本
．．
と費用収益
．．．．
”
を区別するためにあり、資本から利益への転化がないように、いわば資本の侵食を食い止める
ための原則である。 
また、同じく一般原則の 3 の後段や注解 2 は、資本剰余金が、“資本取引によるところの剰
余金”、また利益剰余金が、“利益の留保額”であるとして、この 2つの剰余金を厳格に区別す
ることを要求しており、これは配当財源としてその源泉
．．．．
を区別することを意図して、出資を受
けた資本とそれによって産み出された利益を明確に区別し管理することで、配当財源は、株主
から委託を受けた金額（資本）を損なうことなく、あくまでも資本（元手）を利用して得た留
保利益から行うこととして、資本の払戻しではないことを明らかにしている。 
「資本と利益の区別原則」といえば、通常、第 1の意味では前者を指し、会計上、最も重要
な原則であるが、後者も「資本と利益の区別原則」として第 2の意味で重要な原則1で、それは
「払込資本と留保利益の区別原則」と換言できる。 
「資本と利益の区別原則」は、上記の第 1の意味、第 2の意味であっても、会計人には確固
たる通念として定着しているもので簡単には否定できるものではない2。 
                                                          
1 中村（[1982],152頁）。 
2 斎藤（[2002],65 頁）。なお、当該区別原則が持つ重要性については、これまで多くの会計学者がその論
理を述べている。たとえば、新井（[1993],55-56頁）は、「…『資本』（A）とは株主の出資した額（払込資
本）であり、法制的には資本金（法定資本）と資本準備金である。他方、『利益』（B）とは『資本』（A）
以外の純資産部分、すなわち『資本』（A）の額を超える純資産額部分である。それでは、純資産をこのよ
うな『資本』（A）と『利益』（B）に概念上区別するのは、一体いかなる理由によるものであろうか。その
主な理由をあげると、次のとおりである。(1) 株式会社は、株主がその所有財産を拠出して、これを増殖す
ることを目的としている組織体（法律的表現を用いれば、営利を目的とする社団法人）である。本来、会
計行為の目的および内容は経済主体（この場合は株式会社）の組織・運営目的によって決まるものである
から、株式会社会計にあっては、当然に、株主による拠出財産額（払込資本、つまり『資本』（A）以上に
会社財産（純資産）が増えたかどうか（つまり、『利益』（B）が生じたのかどうか、その増減額および増減
理由）を明らかにすることが求められる。このような意味において、『
．
資本』
．．．
（
．
A
．
）と
．．
『利益』
．．．．
（
．
B
．
）の区別
．．．．
の原則は、株式会社の組織目的に合致した会計原則である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。(2) 株式会社においては、上に定義した『利益』
．．．．
（
．
B
．
）こそ株主への配当可能な純資産部分であり
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、逆に『資本』（A）つまり拠出財産部分を配当財源とする
．．．．．．．．．．．．．．
ことは株式会社の組織に反し自己矛盾となる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。したがって、株式会社会計上、配当不能な純資産部分と配
当可能な純資産部分とを明確に区分経理するために『資本』（A））と『利益』（B）の区別が必要である。（傍
点は筆者）」同様の主張に、染谷（[1985],33頁、167-168頁）。嶌村（[1989],70-71頁）。安藤（[2002], 11-12
頁）。 
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しかしながら、平成 13 年（2001 年）の改正商法（以下、「旧商法」という）、また平成 18
年（2006年）の会社法の施行により、資本の部（会社法で純資産の部に変更、以下「純資産の
部」という）は大きく変質をしてしまった。すなわち、旧商法は、これまでの資本性の剰余金
を“分配可能（＝配当可能）利益”として配当財源に組入れることを容認し、また、会社法も
従来の「利益の配当」から“剰余金の配当へ”と、より広い範囲で分配可能財源を確保し“分
．
配可能財源の源泉区分は問わない
．．．．．．．．．．．．．．．
”こととした。 
よって、配当規制の観点から
．．．．．．．．．
は会計が求める「払込資本と留保利益の区別原則」は、もう決
定的な意味は有さなくなってしまったことになる3。 
本稿の目的は、「払込資本と留保利益の区別原則」の意義
．．
について会計サイドから再考するこ
とである。とりわけ、会社法の配当（分配）規制により会計が求める資本と利益の区別原則が
曖昧となった状況の下で会社法の開示規定や純資産の部の計数移動による制約が当該区別原則
とどのような関係にあるのか、単なる情報伝達の機能に留まるのか、法サイドと会計が考える
当該区別原則の相違について考察し、会計上の意義を再確認することとしたい。 
 
2. 旧商法、会社法の配当（分配）規制に関する経緯とその論理 
2.1 旧商法 
旧商法前の配当（分配）財源は、基本的には“留保利益”に限定されていた4。また、額面超
過額、払込剰余金、減資差益、合併差益等は資本準備金に含まれ、それらは利益準備金と共に
法定準備金として資本の欠損の填補または資本の組み入れ以外には使用できないものであっ
た5。こうした規定は商法と会計の共同作業にて確立されたものであり、この時点までは、商法、
会計とも配当規制、債権者保護に対する考え方に大きな隔たりはなかったようである。このこ
とは万代（[2007],15頁）の次のような言葉からも明らかである。 
「…1950年の商法改正では、法定準備金が利益準備金と資本準備金に分けられ、額
面超過額、払込剰余金、減資差益、合併差益等が資本準備金とされることとなった。
そして、資本準備金は利益準備金とともに、資本の欠損の填補または資本の組み入れ
以外には使用することは出来ず、配当不能なものとなった。ここに、わが国の商法に
おいて配当財源を原則として留保利益に限定するという基本的な形が出来あがったと
いえる。そして、それは、アメリカと同様に、わが国においても商法と会計の共同作
．．．．．．．．．
業で確立された
．．．．．．．
ということができよう。…（傍点は筆者）」 
こうした考え方の背後には、資本維持思考、そしてそれを支える「資本の 3原則」があった。
すなわち、株式会社の資本制度とは、会社の設立及び維持存続のためにあると同時に、株式有
限責任制の下で会社債権者を保護するためのものである。元来、会社債権者にとって有限責任
を負う株主と異なり、当該債権金額を唯一担保できるのは会社財産だけであり、このため、資
                                                          
3 野口（[2007],67頁）。 
4 旧商法前の商法 290条（利益の配当）参照。 
5 旧商法前の商法第 293条ノ 2（配当可能利益の資本組入れ）、第 293条ノ 3（利益準備金の資本金への組
入れ）参照。 
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本に相当する金額は現実に会社に拠出されていなければならず、その金額は現実に保有され、
みだりに変更しない、とりわけ減少しないものでなければ、債権者からの信頼は得ることはで
きない。「資本の 3原則」は、こうした債権者という一方の利害関係者を保護するためのもので
あり、商法が担う“債権者保護機能”を実質的に支える原則として機能していたといえる。具
体的には、商法が規定する現物出資の調査、金銭出資の厳重なる確認手続き（資本充実）、また、
会社財産が資本の額を下回るような利益配当を許さないこと（資本維持）、さらには、減資する
ための厳重な法手続き（資本不変）等にそれらをみることができる。また、この 3原則を徹底
する、すなわち資本充実・資本維持の原則の実効性を高め会社財産の確保を強化するため、1990
（平成 2年）年の改正商法では「最低資本金制度」が導入されたことは周知の通りである。 
しかしながら、こうした関係が大きく変化するようになるのは前述した旧商法からである。
旧商法は、以下の 3項目、①減資差益（資本準備金からの削除）、②資本準備金の取崩益（資本
準備金につき利益準備金と併せて資本金の 4 分の 1 を超える部分を対象）、③自己株式処分差
益を旧商法 290条の「利益の配当」として「配当可能財源」に組み入れたのである6。 
武田（[2002],228頁）は、旧商法によって、資本と利益との峻別を求める資本・損益区分原
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
則が、商法上、維持されないこととなった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、それは、資本準備金と利益準備金とは源泉が異な
るものの、商法上は同等の地位におかれたことから“資本と利益の峻別”という企業会計上の
基本原理が商法上希薄化してしまい、同時に資本の充実と維持を通じて債権者保護という基本
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
理念を果たそうとした従来の考え方が後退してしまった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、と述べている。このことは、配当可
能限度額を留保利益の範囲に限定してきた枠組みが崩壊し7、配当規制を基礎とする資本維持機
能を支援してきた商法上の措置が相当程度毀損
．．
したことを意味している8。 
                                                          
6 平成 13年 6月の改正商法は、① 減資差益が資本準備金から削除され配当可能利益として扱われるよう
になったこと。また、② 資本準備金は利益準備金と併せて資本金の 4分の 1を超える部分はこれも取り崩
して配当可能利益への組み入れが可能となった。さらには、③ 自己株式処分差益の配当可能利益への算入
の容認（自己株式の取得は減資を意味するもので、その処分差益は「その他資本剰余金」へ算入する。そ
の結果、資本と利益との峻別を求める資本・損益区別原則が、商法上、維持されないこととなった。その
理由は、自己株式の解禁により、その処分売却損益を処理するため「その他資本剰余金」、「その他利益剰
余金」の項目を設ける必要があったこと。また、減資という拘束性の強い資本に減資手続きが認められて
いるのに法定準備金（資本準備金、利益準備金）に対する減少手続きが定められていなかったため立法上
の不備を補うための改正でもあったこと（そしてその処理のためにも「その他資本剰余金」、「その他利益
剰余金」の項目が必要であった）。さらには、1998年（平成 10年）6月「商法と企業会計の調整に関する
研究会報告書」には“配当規制と会計の処理とは別のものである”との記述もあり、こうした考え方も改
正を推し進める要因であったと思われる。以下、報告書は次の通り「3. 商法における計算規定と配当規制
の関係、…配当規制は主として債権者保護あるいは債権者と株主との利害調整機能という商法の役割から
の規制である。そこで、配当規制の方法としてはいろいろなものがありうるし、また、貸借対照表上の純
．．．．．．．．
資産の額を配当規制の基礎とするにせよ、個々の資産評価をどのような方法（時価法、原価法等）により
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
行うかが、配当可能利益の算定にかならずしも直結するわけではない。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
したがって、商法で個々の資産の
評価をどのような方法により行うかという問題と、配当可能利益額をいくらにするかという問題は分けて
考えうる事柄ではないかと考えられる…（傍点は筆者）」。 
7 野口（[2002],15頁）。 
8 森川（[2002],24-26頁）。 
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しかしながら、安藤（[2002],12-13頁）は、「…商法は、一方で、配当規制において払込資本
維持の原則を放棄したが、他方で、『資本の部』の表示基準において、払込資本の維持思考を受
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
け入れた
．．．．
。さらに、その表示基準は資本剰余金と利益剰余金の混同を禁止する会計処理基準を
前提としているので、商法は、そのような会計処理基準も受け入れたともいえる。…払込資本
の維持について、従来の配当規制による強制から、新たな表示規制によるいわば推奨へと、方
針を変えたのである。これは結局、実体規定における資本制度の揺らぎを、開示（表示）規定
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
によって補修している
．．．．．．．．．．
ことに他ならない。（傍点は筆者）」と述べ、旧商法は払込資本を維持す
ることを放棄したわけではなく、資本の部の表示基準により払込資本を維持することへと方針
変更をしたに過ぎないもので、それは資本剰余金と利益剰余金の混同を禁止する会計処理を受
け入れていることからも明らかである、としている。すなわち、旧商法では資本維持思考を後
退させたもののそれを別の開示ルール、それは資本の部の表示基準でもあるが、それで補うこ
ととしたのである。 
 
2.2  会社法 
2006年 5月施行の会社法では、利益の配当、中間配当また資本・準備金の減少に伴う払戻し、
自己株式の有償取得、利益処分による金銭の配当等、これら全てが会社財産の株主に対する払
戻しであるとして統一的に捉えて横断的に規制
．．．．．．．．．．．．．
することとした9。このため、分配可能財源の範
囲が限りなく拡大され、株主資本における資本金と法定準備金（以下、「資本金等
．
」という）以
．
外
．
－といってもこの 2項目も減少させることで剰余金に算入可能であるが…－は、その源泉を
．．．．．
問わず
．．．
、「剰余金」という統一した分配可能財源として社外流出を可能となった
．．．．．．．．．．．
。したがって、
従来の純資産の部が担っていた債権者保護機能、そしてその資本維持思考は大きく後退するこ
とになった。神田（[2006],29-30頁）は、債権者保護の機能を実質的に支えてきた「資本の 3 
原則」は会社法には引き継がれていない、という。すなわち、資本充実の原則、この原則は“は
じめに資本金ありき”という定義では、消滅してしまっている
．．．．．．．．．．
、のである。その理由は、会社
法では“はじめに実財産ありき”ということから払込金額それ自体を実財産として会社をスタ
ートできるようにしたためである。これは従来の商法が実財産を出すことができない場合、資
本金に穴があくとして、この資本充実の原則を根拠として発起人や取締役に無過失責任を課し
ていたのであるが、ここではこうした措置はとられておらず
．．．．．．．．．．．．．．
、従来とは異なったものとなって
いる。同様に、資本不変の原則も、会社法では、資本金の減少手続きは一定の条件の下、取締
役会の決議（会社法 447条③）でよいこととなったことから、この部分でもこの原則も緩和さ
．．．．．．．．
れている
．．．．
。また、払込みが無くても払込みがあった分だけで株主資本を形成できるようになっ
ているため実質的にこの原則も消滅してしまった
．．．．．．．．．．．．．．．．．
ようである。ただ、資本維持の原則について
は、分配可能額が資本金を超える金額等に限定するという意味であれば、この原則は維持され
                                                          
9 元々、法サイドは分配可能財源について、それは資本金と法定準備金の合計額を超える金額のすべてが株
主に対する払戻しで社外流出が可能であるとした考えがあり[竹内（[2001],92-93頁）]、払込資本、留保利
益の区別を求める会計の考えとは異なっていた。 
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ていることになるが、会社法では最低資本制度が廃止されたことから、この原則も後退したこ
とになる。 
石川（[2006],39-40 頁）はこうした会社法の純資産の部の意図について、従来の資本制度に
代えて会計開示制度を充実徹底させることで債権者保護の要（かなめ）とし、一方で最低資本
金規制を緩和するという『自由』を与え、一方で会計開示の厳格なルール化により『規律』を
求める。正確な会計情報の開示と債権者・株主の自己責任、これがセットになる仕組みである、
と述べている。また、神田（[2007],6 頁）も「会社法による会計の規制の目的は株主及び会社
債権者に対する情報提供と配当（分配）規制という 2つにあると言われている。企業会計は制
度として証券取引法に基づく会計であり、その目的は投資家に対する情報提供である。･･･配当
．．
（分配）規制は会社法独自の話である。しかし情報提供は企業会計と共通である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
･･･（傍点は筆
者）」と述べている10。 
 
以上のことは次のように要約することができる。すなわち、債権者保護の手段を資本制度以
外に求めることにして、そしてそれは厳格なる開示ルールを徹底させることにある。また、配
当規制は会社法の“独自な話”であり会計の話ではない。それ故、配当財源をどの範囲で何に
求めるか、その払戻しに関する手続き等を画定することは会社法のテーマであり、会計にその
ような役割は与えられていない。つまり、会計は配当規制とは離れて11会社法が規定した開示
ルールに基づき、株主資本の部で「払込資本と留保利益の区別原則」の姿を開示し、当該情報
を伝達（提供）することにある。 
 
3.「払込資本と留保利益の区別原則」と会社計算規則 
会計が果たす役割が株主資本の部内部で「払込資本と留保利益の区別原則」に係る情報の伝
達にあるとすれば、そこでの最も重要な情報は、企業の投資成果を表す「利益」に関する情報
である。株主資本の部において当該「利益」を表示するのは、次の図表が示すように株主資本
のうち「利益剰余金」の項目である。利益剰余金は、「利益準備金」と「その他利益剰余金」
に大別され、当期の純利益の結果から増減するものの外部には流出せず内部に留まっている部
分、いわば「留保利益」である。ここで利益準備金は会社法で定められた準備金、またその他
利益剰余金は、任意積立金と繰越利益剰余金（「当期純利益」が含まれている）から構成され
ている。留保利益は、元来、企業主に帰属するものであり、基本的には過去から蓄積された成
                                                          
10 企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」第 28項（企業会計基準委員会
2005年 12月）でも次のように述べられている。「…払込資本も留保利益も株主資本であることには変わり
なく、会計上はこの留保利益を含む株主資本の変動（増資や配当など）と、その株主資本が生みだす利益
．．．．．．．．．．．
との区
．．．
分が本質的に重要である
．．．．．．．．．．．
。しかし、同じ株主資本でも株主が拠出した部分と利益の留保部分を分け
ることは、配当制限を離れた情報開示の面でも従来から強い要請があった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と考えられる…（傍点は筆者）」 
11 会計には「会計処理」という役割があることは言うまでもない。「…会計処理については法務省令に何も
書かないこととし、法務省令あるいは会社法は、配当規制（分配規制）だけに純化できないものかと思え
てくる。」以上、神田（[2007],7頁）。 
「払込資本と留保利益の区分原則」に関する一考察 
―  ― 51
果（利益）である。そしてその成果は企業価値を評価する際の基礎となる将来キャツシュ・フ
ローの予測やその改訂に広く用いられている12。このため、当期の純利益、そしてこれを含む
「留保利益＝利益剰余金」の項目は、利益獲得状況を伝達する上で投資家等にとって特に重要
な情報となる13 。 
図表14 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当該利益剰余金の額は、「払込資本と留保利益の区別原則」に従えば損益取引によってのみ増
減変化することが求められよう。そしてそれが会社法の開示ルールに基づき情報開示されれば
利益獲得状況を示す有力な情報である。このため、会社法もその委任する法務省令で開示ルー
ルや株主資本内部の計数移動について「払込資本と留保利益の区別原則」を尊重する詳細な規
定が次のように設けられている15。なお、法務省令である会社計算規則は、2009年 3月 27日
に改訂され同年 4月 1日から施行されている。以下、従来のものを「旧計算規則」といい、新
しい計算規則を「新計算規則」という。なお、変更部分は条文番号の変更、そしてこれは旧計
算規則と異なっている点でもあるが、資本金の額を増加する場合、原資を資本準備金およびそ
．．．．．．．．．．．．
の他資本剰余金に限定しないこと
．．．．．．．．．．．．．．．
（25条第 1項、第 2項）とした。また、同 29条第１項 1号
                                                          
12 企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」第 29項。 
13 このことは首藤（[2006],175-197 頁）の留保利益情報の有用性を示す実証研究からも指摘されている。
当該論文では、留保利益比率と配当金の関係を分析して、自己資本における留保利益の割合が、収益性や
成長性といった他の要因をコントロールしてもなお、配当に対する有意な説明力を有しており、このこと
は企業の配当政策を理解する上でも、そしてまた債務契約の効率性を高める上でも、当該区別原則が持つ
意義は大きい、と述べている。 
14 桜井（[2006],254、278頁）。 
15 会社法では、準備金の減少（448条①）、剰余金の減少（450条①）と規定されているのみで、資本（利
益）準備金、その他資本（利益）剰余金のいずれを減少させるか、という文言はない。しかしながら、計
算規則ではいずれにするかを規定している。このことは、計算規則が法律の委任という性質上、問題あり
と指摘されている。 
資 本 金 
資本準備金（株式払込剰余金） 
資本剰余金
その他資本剰余金（減資差益,自己株式処分差益） 
払込資本 
利益準備金 
株 
主 
資 
本 
利益剰余金
その他利益剰余金（任意積立金,繰越利益剰余金） 
留保利益 
評価・換算差額等 
（その他の有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、土地再評価差額金） 
新株予約権 
その他要素 
剰余金 
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および第 2項 1号ではそのことについての形式的な整備を行っている。 
 
以下、新計算規則の内容をみることとする。 
(1) 資本準備金を増加させる場合、資本金の額あるいはその他資本剰余金に係る額を減少させ
て行う（新計算規則第 26条第 1項 1号、2号。旧計算規則第 49条第 1項 1号、2号）。 
⇒ 資本準備金への振替は、資本金あるいはその他資本剰余金にて限定して
．．．．
行う。
したがって、その他利益剰余金から資本準備金への振替は認められない。 
 
(2) 利益準備金を増加させる場合、その他利益剰余金に係る額を減少させて行う（新計算規則
第 28条第 1項。旧計算規則第 51条第 1項）。 
⇒ 利益準備金への振替は、その他利益剰余金にて限定して
．．．．
行う。よって、その他
利益剰余金に係る額から資本準備金への振替はできない。 
 
(3) 準備金（資本準備金、利益準備金）を減少させて資本金を増加させる場合（会社法 448条
第 1 項 2 号）、減少する準備金は、資本準備金、利益準備金に係る額、いずれからでもよ
い（新計算規則 25条第 1項 1号。旧計算規則 48条第 1項 1号を内容変更）。 
⇒ 新計算規則では、準備金から資本金への振替は、資本準備金、利益準備金に係
る額、いずれからも可能である。よって、以前、商法で認められていた利益準備
金の資本組入れは復活したことになる。 
 
(4) 剰余金（資本剰余金、利益剰余金）を減少させて資本金を増加させる場合（会社法 450条
第 1 項 1 号）、減少させる剰余金はその他資本剰余金、その他利益剰余金に係る額、いず
れからでもよい（新計算規則第 25条第 1項 2号。旧計算規則第 48条第 1項 2号を内容変
更）。 
⇒ 剰余金から資本金への振替は、その他資本剰余金、その他利益剰余金いずれか
らも可能である。 
 
(5) その他資本剰余金を増加させる場合、資本金の額あるいは資本準備金に係る額を減少して
行う（新計算規則第 27条第 1項 1号、2号。旧計算規則第 50条第 1項 1号、2号）。 
⇒ 資本金、資本準備金から剰余金への振替は、その他資本剰余金に係る額に限定
．．
して
．．
行われる。 
 
(6) その他資本剰余金を減少させた場合、資本金及び資本準備金に係る額を増加させることが
できる。なお、これら減少すべきその他資本剰余金の額の全部または 1部を減少させない
ことが必要かつ適当であるときは、減少させないことができる（新計算規則第 27 条第 2
項 1号、2号、3号、第 3項。旧計算規則第 50条第 2項 1号、2号、3号、第 3項）。 
⇒ その他資本剰余金は、資本金、および資本準備金の係る額に限定して
．．．．
振替える
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ことができる。 
 
(7) その他利益剰余金を増加させる場合、利益準備金に係る額を減少して行う。また、当期純
利益やその他利益剰余金を増加する適切な額にて行うこともできる（新計算規則第 29 条
第 1項 1号、2号、3号。旧計算規則第 52条第 1項、1号、2号、3号）。 
⇒ その他利益準備金への振替は、利益準備金に限定して行う。また、当期純利益
等からも行うことができる。 
 
(8) その他利益剰余金を減少させた場合、資本金および利益準備金に係る額を増加させること
ができる。また他に、純損失の補填、その他資本剰余金を減少できない場合、その減少額
にて補てんされる（新計算規則第 29条第 2項 1号、2号、3号、4号、第 3項。旧計算規
則第 52条第 2項 1号、2号、3号、第 3項）。 
⇒ その他利益剰余金は、資本金および利益準備金に限定して振替、純損失の補填、
減少できないその他資本剰余金の額に対して使用される。 
 
すなわち、資本剰余金（資本準備金、その他資本剰余金）、利益剰余金（利益準備金、その他
利益剰余金）の内部相互間での振替は可能であり
．．．．．．．．．．．．．．．
、また、資本剰余金（資本準備金、その他資
本剰余金）、利益剰余金（利益準備金、その他利益剰余金）と資本金間相互の振替も可能である。
しかし、利益剰余金と資本剰余金間の相互の振替は認められていない。 
このように計算規則は、純資産の部の配当（分配）規制は会社法独自なルールであるとしな
がらも「払込資本と留保利益の区別原則」を意識した内容となっている。したがって、資本剰
余金から利益剰余金への振替を許さず、またその逆もそうであるが、そうすることで利益剰余
金の額は損益取引による増減変化によってのみ確定することとしている。これは、計算規則に
よる厳格なる開示規定に当該区別原則の考え方を織り込むことで会計の情報開示という役割を
サポートしているようである。 
しかしながら、このことは剰余金分配の観点からいえばそうとも言えない。野口（[2006],388
頁）は、情報伝達の側面からも当該区別原則は徹底されていないとして、次のような主張を述
べている。 
「…会社計算規則では払込資本と留保利益を区分表示するために詳細な規定を設け
たものの、残念ながら払込資本と留保利益の区別は徹底できていない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。剰余金の配当
に際に、その他利益剰余金とその他資本剰余金のどちらを財源に用いるかという点に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ついて、会社の意思決定に委ねている
．．．．．．．．．．．．．．．．．
ため、払込資本の残高と留保利益の残高の関係
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を恣意的に操作することが可能
．．．．．．．．．．．．．．
となっているのである。会社計算規則 46 条（新計算
規則では第 23 条-筆者注）では、株式会社が剰余金の配当をする場合に減少する剰余
金の金額について、その他資本剰余金については『株式会社がその他資本剰余金から
．．．．．．．．．．．．．．．
減ずるべき額と定めた額
．．．．．．．．．．．
』と規定している。したがって、剰余金の配当によって減少
．．
する剰余金の源泉は会社の意思決定に委ねられている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことになる。（傍点は筆者）」 
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すなわち、「剰余金」16を基礎として分配可能額は決定されるが、その際、「その他資本剰余金」、
「その他利益剰余金」どちらを優先させるか、その判断を経営者に委ねているため払込資本と
．．．．．
留保利益の残高関係を恣意的に操作できる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のというのである。確かに、会社法では分配財源を
「剰余金」という 1つの言葉で括り、そこには「その他資本剰余金」、「その他利益剰余金」の
区別はない（会社法 454 条第 1 項）。元々、会社法（旧商法）には、資本金等を超える額はす
べて社外流出可能であるという思考があり、いずれを優先させるか、という考え、これは各々
の残高を考慮するものだが、会計処理の問題として会社法の思考外にあったためである。しか
し、ここで指摘されたように、いずれの剰余金を優先して使うかにより、払込資本と留保利益
の残高が変動するとなると、利益剰余金（利益準備金、その他利益剰余金）の残高の信頼性が
失われることになることは自明であり、情報価値は低下することになる。そしてそこに経営者
の意思が介入するとなるとなおさらである17。 
 
4. 結びにかえて―払込資本と留保利益の区別原則の意義を考える― 
こうして表示ルールや詳細で厳格なる計数移動の規定があったとしても分配財源にいずれの
剰余金を使用するか、そしてその判断が経営者の意思に委ねられているとすれば、会計が利益
情報の伝達をするとした役割も“あやふや”なものとなる。では、会計サイドから当該区別原
則にはどんな意義があるのだろうか。 
万代（[2007],21頁）は次のような見解を述べている。 
                                                          
16 会社法は「剰余金」の範囲を規定し（会社法 446条）それを基礎として分配可能額を決めている（会社
法 461条第 2項）。なお、剰余金の範囲（額）は、図表の通り臨時決算がなければ、「その他資本剰余金」
と「その他利益剰余金」の合計額と配当時点までの分配可能財源（金銭配当、資本金の増減）の加減金額
である。 
17 このため「剰余金区分」の必要性を疑問視する議論も当然に生じてくる。たとえば、梅原（[2005],39頁）
は次のような主張を述べている。「…現行制度において剰余金区別の要請を貫く必然性は乏しいという点で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ある
．．
。既に払込資本を維持するという制度的な保証はなく、それ以外の機能を論証することも困難である。
しかも剰余金区別の要請をみたすには、期中に認識した勘定科目を再分類しなければならない。また自己
株式のように、もともと剰余金区別にあてはまらない暫定勘定もある。そうであれば、資本剰余金や利益
．．．．．．．．
剰余金といった資本の部の中区分をあえて設けずに、むしろ期中取引や商法規定に従って処理された勘定
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
科目をそのままに表示した方が、より有用な情報を提供できるとも考えられる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。配当規制にも合致しない
表示区分を制度的に維持すべきかどうかについては、剰余金区別の本来的な機能に立ち返った慎重な検討
が必要であろう。…（傍点は筆者）」同様に壱岐（[2007],31 頁）、「…新しい会社法では、払込資本のうち
拘束性の強い資本金や資本準備金でも、所定の手続きを経ればその他資本剰余金に振り替えることが可能
であり、払込資本を配当する自由度が高まった。その他資本剰余金を配当しても、それは資本取引であり
期間利益の計算には影響はない。しかし、期間利益算定上の基礎数値としての期末元入資本、しかも、そ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
の中核である払込資本自体の社外流出を比較的自由に認めるというのは、如何なものであろうか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。払込資
本の維持は、債権者保護のためのみならず、企業維持のための最低限
．．．
の前提と考える。（傍点は筆者）」。又、
桜井（[2007],113頁）、「･･･債権者保護機能を後退させるまでして、最低資本金制度の廃止やその他資本剰
余金部分が分配可能とするメリットというのはどこにあったのでろうか。こういう制度をつくる必要性と
いうのはどこにあったのだろうか･･･」。 
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「適正な期間損益を計算することは会計の基本的な役割
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であり、その点では資本と
利益の区別は会計にとって“永遠のテーマ”であり続けよう、と同時に元手とそれを
．．．．．．．．．
運用して得られて果実とを明瞭に区別しておくことも会計にとって重要な役割である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と考えられる。これは会社法の配当規制と関わりなく、会計にとってやはり“永遠の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
テーマ”である
．．．．．．．
。（傍点、“”は筆者）」 
また、日本会計研究学会 課題委員会（[2006],413頁）は、この区別原則が持つ課題について
次のような提言を行っている。 
「…企業会計基準第 5 号 28 項でも『株主が拠出した部分と利益の留保部分を分け
ることは、配当制限を離れた情報開示の面でも従来から強い要請があったと考えられ
る』と述べられている。…本報告書（は）このような払込資本と留保利益の区別の必
要性を裏付ける証拠（＝首藤論文）を提示している。われわれは、会社法の規定にか
．．．．．．．．．．．．．．
かわらず、会計の立場から払込資本と留保利益の区別を堅持すべきであろう。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
さらに、
債務契約の効率性を確保するために、払込資本と留保利益の区別が必要なのであれば、
剰余金の分配の際にも
．．．．．．．．．．
、それぞ
．．．
れの残高の関係が恣意的に操作されないように会計基
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
準を定めておく必要がある
．．．．．．．．．．．．
。会社法の分配規制とは別に、払込資本と留保利益の区別
を保証するような、剰余金の分配に関する会計基準の設定を提言したい。（傍点は筆
者）」 
 
 これは会計の立場から当然のことではあるが、いずれの見解も「払込資本と留保利益の区別
原則」は重要な原則であり、堅持することで一致している。また、ここで会社法の配当規制と
はかかわりなく当該区別原則についての会計独自の存在意義も認めることはできる。だが、そ
こに会社法の配当規制の論理を超えるような会計的な言葉を見出すことはできない。ただ、“剰
余金の分配の際にそれぞれの残高関係が恣意的に操作されないように会計基準を定める必要が
ある”との課題委員会からの提言には注目することができる。 
会計の使命は、一義的には利益を決定すること、利益を分配計算すること、そしてそれらを
伝達すること（情報開示すること）にある。ここで利益を決定するには、損益取引と資本取引
の区別を明確にしていなければ算出することはできない。また、利益の分配についても、それ
が会社法のテーマであるとしても獲得した利益による分配（配当）でなければ、資本（払込み
額）の食い潰しとなるばかりか、過去の利益の蓄積状況も明らかにされないことになる。こう
した当該区別原則の論理は、これまでも会計サイドから主張されてきたことではあるが、これ
からも会計の基本原則として、存在し続けることには変わりはない。たとえ、会社法による純
資産の部がどのように変化をしても、である。そうでなければ、“利益”にかかる計算、分配、
伝達等が不確実なものとなり、会計そのものの存在が揺らぐことにもなりかねない。 
したがって、我々は当該原則の会計的な、しかも現代的な意義を見出さなくてはならない。
一度、壊れたものを繕うのではなく、新たな“思考”、“姿”、“概念”を造り上げることが必要
である。したがって、それには、もう一度、当該区別原則の本来の機能に立ち返り、会社法の
剰余金分配の規定とは係わりなくこれはあくまでも会計基準において
．．．．．．．．．．．．．
であるが、株主資本の部
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の分配財源に関する源泉区別を明確にし、表示区分と分配可能財源とが一致するような会計基
準の必要性を求めることである18。そしてそうすることが当該区別原則の意義を見出す 1 つの
答えのように思われる。 
 
 
                                                          
18 壹岐（[2007],31-32 頁）は当該区別原則の意義をただす提言を次のように述べている。「…配当の財源
に資本剰余金を含めることにしても、財源別に配当の優先順位を付けるという方向性は考えられなかった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であろうか
．．．．．
。すなわち、利益剰余金の配当を優先し、その財源がなくなった場合に、資本剰余金の配当を
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
認めるというものである
．．．．．．．．．．．
。さらに、その場合、『配当』という文言は『その他利益剰余金の配当』の場合に
限定し、資本剰余金の場合には、文言を『その他資本剰余金の払戻し』に変更し、規制も分けて行うのが
望ましかったと思われる。会社法が配当規制において資本剰余金と利益剰余金を区別をしていないのは、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
どちらからの配当も、自己株式の有償取得も含めて、株主に対して会社財産を払い戻す行為という点で、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
同一の行為と考えているからのようであるが
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、現象面からみればそのとおりでも、源泉面からみれば、両
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
者の性格は違うと考える。結局、そのような源泉面を無視して、統一的な財源規制を定めたところに問題
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
があると思われる
．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」。 
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